
（単位：百万円）

金 額 金 額

36,717            5,337,329         

538               42,103            

36,179            5,214,144         

164,000           81,081            

95,980            18                

10                128,770           

3,628,699         85,000            

1,703,159         515               

84,210            9,461             

530,677           7,777             

304,498           1,173             

900,870           2,353             

105,283           21,054            

1,081,248         797               

155,447           497               

925,800           139               

469,537           48,884            

264,367           1,890             

199,682           29,103            

497               88                

1,030             

3,959             5,546,085         

31,116            

13,827            166,000           

17,288            281               

52                130,000           

58,123            △ 91,818     

2,564             1,404             

1,713             △ 93,222     

22,813            基 金 償 却 準 備 金 45,000            

5,222             社員配当平衡積立金 4,880             

19,169            当 期 未 処 分 剰 余金 △ 143,102     

295               204,463           

6,344             △ 73,262     

67,449            △ 45,218     

88                △ 118,480     

△ 955     85,982            

5,632,068         5,632,068         

預 貯 金

現 金

再 評 価 積 立 金

剰 余 金

負債の部合計

（ 純 資 産 の 部 ）

基 金

リ ー ス 債 務

退 職 給 付 引 当 金

価 格 変 動 準 備 金

支 払 承 諾

純資産の部合計

損 失 て ん 補 準 備 金

そ の 他 剰 余 金

基 金 等 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

その他有価証券評価差額金

土 地 再 評 価 差 額 金

有 形 固 定 資 産

土 地

そ の 他 負 債

未 払 金

未 払 法 人 税 等

借 入 金

預 り 保 証 金

金 融 派 生 商 品

仮 受 金

前 払 費 用

預 託 金

金 融 派 生 商 品

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金

そ の 他 の 資 産

未 収 収 益

資 産 の 部 合 計

仮 払 金

支 払 承 諾 見 返

負債および純資産の部合計

支 払 備 金

責 任 準 備 金

社 員 配 当 準 備 金

再 保 険 借

前 受 収 益

預 り 金

未 払 費 用

基金償却積立金減少差益

再評価に係る繰延税金負債

リ ー ス 資 産

未 収 金

その他の無形固定資産

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産

再 保 険 貸

そ の 他 資 産

その他の有形固定資産

そ の 他 の 証 券

保 険 約 款 貸 付

貸 付 金

一 般 貸 付

建 物

建 設 仮 勘 定

   平成20年度　(平成21年3月31日現在）　貸借対照表

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

現 金 お よ び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金

科 目 科 目

コ ー ル ロ ー ン

買 入 金 銭 債 権

外 国 証 券

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

国 債

地 方 債

社 債

株 式
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有価証券（現金および預貯金・買入金銭債権のうち有価証券に準じるものおよび

金銭の信託において信託財産として運用している有価証券を含む）の評価は、売

買目的有価証券については時価法（売却原価の算定は移動平均法）、満期保有目

的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、「保険業における「責

任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計

士協会業種別監査委員会報告第２１号）にもとづく責任準備金対応債券について

は移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社株式および関連会社株式（保

険業法第２条第１２項に規定する子会社および保険業法施行令第２条の３第２

項に規定する子法人等のうち子会社を除いたものおよび同法施行令第２条の３

第３項に規定する関連法人等が発行する株式をいう）については原価法、その他

有価証券のうち時価のあるものについては３月末日の市場価格等（国内株式およ

び外貨建外国債券（ヘッジ分を除く）は３月中の市場価格等の平均）にもとづく

時価法（売却原価の算定は移動平均法）、時価のないものについては取得差額が

金利調整差額と認められる公社債（外国債券を含む）については移動平均法によ

る償却原価法（定額法）、それ以外の有価証券については移動平均法による原価

法によっております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産

直入法により処理しております。 

 

デリバティブ取引の評価は時価法によっております。 

 

土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）にもとづ

き、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税

金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除

した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

 

再評価を行った年月日              平成１３年３月３１日 

 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）

第２条第１号に定める地価公示法の規定により公示された価格に奥行補正等の

合理的な調整を行って算定または同施行令第２条第５号に定める不動産鑑定士

による鑑定評価に時点修正を行って算定。 
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有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。 

・建物（リース資産以外） 

①平成１９年３月３１日以前に取得したもの 

旧定額法によっております。 

②平成１９年４月１日以降に取得したもの 

定額法によっております。 

 

・建物以外（リース資産以外） 

 ①平成１９年３月３１日以前に取得したもの 

旧定率法によっております。 

 ②平成１９年４月１日以降に取得したもの 

 定率法によっております。 

 

・リース資産 

①所有権移転外ファイナンス・リース取引 

 リース期間に基づく定額法によっております。 

 

外貨建資産・負債は、決算日の為替相場により円換算しております。 

なお、その他有価証券のうち時価のある外貨建外国債券（ヘッジ分を除く）は、

３月中の平均為替相場により円換算しております。 

 

貸倒引当金は、資産の自己査定基準および償却・引当基準に則り、次のとおり計

上しております。 

破産、民事再生等、法的形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破

綻先」という）に対する債権および実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下

「実質破綻先」という）に対する債権については、下記直接減額後の債権額から

担保の回収可能見込額および保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計

上しております。 

また、現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと

認められる債務者に対する債権については、債権額から担保の回収可能見込額お

よび保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を

総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒

実績率を債権額に乗じた額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準にもとづき、関連部署が資産査定を実施し、

当該部署から独立した内部監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に
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もとづいて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先および実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額

から担保の評価額および保証等による回収が可能と認められる額を控除した残

額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は４５８百万

円であります。 

 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る会計基準

（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」平成１０年６月１６日企業

会計審議会）にもとづき、当年度末において発生したと認められる額を計上して

おります。 

 

価格変動準備金は、保険業法第１１５条第２項の規定にもとづき、株式等の売買

等による損失のてん補に充てるため全額を取崩したうえで，同法第１１５条第１

項の規定にもとづき算出した額を計上しております。 

 

リース取引開始日が平成２０年３月３１日以前の所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 
 
ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（平成２０年３月１０日企業

会計基準委員会）に従い、貸付金および債券に対するキャッシュ・フローのヘッ

ジとして繰延ヘッジおよび金利スワップの特例処理、外貨建債券の一部にかかる

為替変動リスクのヘッジとして時価ヘッジ、その他の外貨建取引等については為

替の振当処理を行っております。 

なお、ヘッジの有効性の判定には、ヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動またはキ

ャッシュ・フロー変動を比較する比率分析によっております。 

 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資

産にかかる控除対象外消費税等のうち、法人税法に規定する繰延消費税等につい

ては、前払費用に計上し５年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについて

は、発生年度の費用に計上しております。 
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責任準備金は、保険業法第１１６条の規定にもとづく準備金であり、保険料積立

金については次の方式により計算しております。 

標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成８年大蔵

省告示第４８号） 

標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

 

無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却の方法は、利用

可能期間にもとづく定額法により行っております。 

 

「リース取引に関する会計基準」（平成１９年３月３０日企業会計基準第１３号）

および「リース取引に関する会計基準の適用指針」（平成１９年３月３０日企業

会計基準適用指針第１６号）に伴い、当期より同会計基準および同指針を適用し

ております。 

これによる経常損失への影響は軽微であります。 

 

貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、３カ月以上延滞債権および貸付条件緩和

債権の額は、３,５９９百万円であります。なお、それぞれの内訳は以下のとお

りであります。 

 

貸付金のうち、破綻先債権額は０百万円、延滞債権額は２,８８５百万円であり

ます。上記取立不能見込額の直接減額は、破綻先債権額８２百万円、延滞債権額

３７６百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が相当期間継続しているこ

とその他の事由により元本または利息の取立てまたは弁済の見込みがないもの

として未収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未

収利息不計上貸付金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９

７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由または同項第４号に規

定する事由が生じている貸付金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権および債務者

の経営再建または支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸付金以

外の貸付金であります。 

 

貸付金のうち、３カ月以上延滞債権額は３１８百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が、約定支払日の翌日を

起算日として３カ月以上延滞している貸付金で破綻先債権および延滞債権に該

当しない貸付金であります。 
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貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は３９５百万円であります。 

なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的と

して、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に

有利となる取決めを行った貸付金で、破綻先債権、延滞債権および３カ月以上延

滞債権に該当しない貸付金であります。 

 

有形固定資産の減価償却累計額は２３７,９４２百万円であります。 

 

特別勘定の資産の額は２８,６０３百万円であります。 

なお、負債の額も同額であります。 

 

子会社等に対する金銭債権の総額は５６３百万円、金銭債務の総額は１，３６７

百万円であります。 

 

取締役および監査役に対する金銭債務総額は１３７百万円であります。 

 

繰延税金資産の総額は１８４,３１１百万円、繰延税金負債の総額は２,１８４百

万円であります。 

繰延税金資産のうち評価性引当額として控除した額は、１１４,６７６百万円で

あります。 

繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、 

有価証券評価損       ９６，５９１百万円、 

その他有価証券の評価差額  ３８，９３７百万円、 

および退職給付引当金    １７，６４７百万円であります。 

繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、 
未収配当金          １，４２４百万円、 
および適格退職年金        ４２６百万円であります。 
 

当年度における法定実効税率は３６．１％であります。 

 

貸借対照表に計上したリース資産の他、リース契約により使用している重要な有

形固定資産として電子計算機があります。 
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社員配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 

前年度末現在高                   ８９，３１６百万円 

前年度剰余金からの繰入額      ４，１６７百万円 

当年度社員配当金支払額           １１，７５５百万円 

利息による増加等                         ８４百万円 

その他による減少額           ７３１百万円 

当年度末現在高                   ８１，０８１百万円 

 

子会社等の株式または出資金は７,３１９百万円であります。 

 

担保に供されている資産の額は、有価証券２２，４３８百万円であります。 

なお、このうち５，３３０百万円は消費貸借契約の解消に係る手続が終了済ですが、

当該手続直後に担保提供先が民事再生手続開始を決定したことに伴い、当該有価証

券またはその同等物の回収が遅延しており、今後の回収時期、損失発生可能性の有

無の判断は困難であります。 

 

保険業法施行規則第７１条第１項に規定する再保険を付した部分に相当する責

任準備金（以下「出再責任準備金」という。）の金額は５４百万円であります。 

 

保険業法施行規則第３０条第２項に規定する金額は２８１百万円であります。 

 

保険業法第６０条の規定により、基金を３５，０００百万円新たに募集いたしました。 

 

保険業法第５７条の規定により、基金償却積立金１３０,０００百万円を取崩し、

同額を基金償却積立金減少差益へ振り替えております。 

 

貸付金にかかるコミットメントライン契約の融資未実行残高は、７,０００百万

円であります。 

 

借入金は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特

約付借入金であります。 

 

外貨建資産の額は  ３４２，３０７百万円であります。 

（主な外貨額          ２，９３２百万米ドル、 

                         ４０８百万ユーロ、 

４百万英ポンド） 
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３２． 

 

 

 

 

３３. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保険業法第２５９条の規定にもとづく生命保険契約者保護機構に対する当年度

末における当社の今後の負担見積額は、１５,１８３百万円であります。 

なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しております。 

 

 

退職給付債務に関する事項は次のとおりであります。 

 

退職給付債務およびその内訳 

イ．退職給付債務                 △７６，４６３百万円 

ロ．年金資産                        ７，１３９百万円 

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △６９，３２３百万円 

ニ．会計基準変更時差異の未処理額    ４，０３９百万円 

ホ．未認識数理計算上の差異         １７，５７９百万円 

ヘ．貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） 

△４７，７０３百万円 

ト．前払年金費用                     １，１８０百万円 

チ．退職給付引当金              △４８，８８４百万円 

 

なお、退職一時金・年金制度（適格退職年金制度を除く）において退職給付信託

を設定しており、退職給付引当金は退職給付信託の年金資産額３，２９３百万円

と相殺表示しております。 

 

退職給付債務等の計算基礎 

イ．退職給付見込額の期間配分方法                            期間定額基準

ロ．割引率                                                       ２．５％

ハ．期待運用収益率                                               １．７％

   うち適格退職年金                                          ２．４％

ニ．会計基準変更時差異の処理年数                                  １０年

ホ．数理計算上の差異の処理年数       前年度以前発生分 翌期より６年

                 当年度発生分 翌期より８年

ヘ．過去勤務債務の額の処理年数                          発生年度全額処理

 

なお、従業員の平均残存勤務期間の再検討を行った結果、当年度発生の数理計算

上の差異の費用処理年数を８年にしております。 
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（単位：百万円）
金 額

837,298                   
527,288                   
527,095                   

192                       
171,952                   
124,706                   

3                         
74,601                    
24,632                    
22,425                    
3,044                     
1,749                     
36,800                    

598                       
8,097                     

138,057                   
6                         

23,648                    
3,356                     
2,663                     

106,774                   
1,606                     

1,019,384                 
577,261                   
211,997                   
81,062                    
103,250                   
167,571                   
13,213                    

166                       
84                        
84                        

272,181                   
3,071                     
10,696                    
222,431                   
9,712                     

1                         
5,651                     
13,005                    
7,609                     

118,875                   
50,980                    
34,447                    
6,677                     
9,088                     
766                       

182,085                   
35,727                    
23,923                    

731                       
11,060                    

12                        
8,677                     
5,279                     
3,298                     
100                       

155,036                   
1,375                     
27,701                    
29,076                    
184,113                   

固 定 資 産 等 処 分 損
減 損 損 失

賃 貸 用 不 動 産 等 減 価 償 却 費

そ の 他 経 常 費 用

特 別 利 益
経 常 損 失

特 別 勘 定 資 産 運 用 損

固 定 資 産 等 処 分 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

当 期 純 損 失
法 人 税 等 合 計

社 会 厚 生 事 業 助 成 金
税 引 前 当 期 純 損 失
法 人 税 お よ び 住 民 税
法 人 税 等 調 整 額

特 別 損 失

価 格 変 動 準 備 金 戻 入 額
社 員 配 当 準 備 金 戻 入 額

そ の 他 の 経 常 費 用

資 産 運 用 収 益

保 険 金 等 支 払 金

金 融 派 生 商 品 費 用

社 員 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額
資 産 運 用 費 用

有 価 証 券 売 却 損

貸 付 金 償 却

再 保 険 料

経 常 収 益
科 目

  平成20年度 損益計算書
平成20年4月1日から  

平成21年3月31日まで

減 価 償 却 費

そ の 他 運 用 費 用

事 業 費

年 金 特 約 取 扱 受 入 金

保 険 金

給 付 金

経 常 費 用

保 険 金 据 置 受 入 金

そ の 他 の 経 常 収 益

退 職 給 付 引 当 金 戻 入 額

そ の 他 利 息 配 当 金

保 険 料 等 収 入

保 険 金 据 置 支 払 金
税 金

保 険 料

支 払 備 金 戻 入 額
責 任 準 備 金 戻 入 額

売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 益

再 保 険 収 入

利 息 お よ び 配 当 金 等 収 入
預 貯 金 利 息
有 価 証 券 利 息 ・ 配 当 金
貸 付 金 利 息
不 動 産 賃 貸 料

有 価 証 券 評 価 損

有 価 証 券 売 却 益

そ の 他 運 用 収 益
為 替 差 益

そ の 他 経 常 収 益

支 払 利 息

年 金

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

解 約 返 戻 金
そ の 他 返 戻 金
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子会社等との取引による収益の総額は３３３百万円、費用の総額は１７，４７６

百万円であります。 

 

有価証券売却益の内訳は、 

国債等債券                １４，５５５百万円、 

株式等                   １９，０７８百万円、 

外国証券                  ３，１６６百万円であります。 

有価証券売却損の内訳は、 

国債等債券                  １３３百万円、 

株式等                    ２，３４４百万円、 

外国証券                   ８，２１８百万円であります。 

有価証券評価損の内訳は、 

株式等                  ２１２，４７６百万円、 

外国証券          ９，９５５百万円であります。 

 

 

責任準備金戻入額の計算上、足し上げられた出再責任準備金戻入額の金額は３百

万円であります。 
 

「売買目的有価証券運用益」の内訳は、売却益１，９５７百万円、売却損２０７

百万円であります。 

 

「金融派生商品費用」には、評価損が１３，１９２百万円含まれております。 

 

退職給付費用の総額は、８，３３８百万円であります。なお、その内訳は以下の

とおりであります。 

イ．勤務費用                             ２，９６５百万円 

ロ．利息費用                             ２，０３８百万円 

ハ．期待運用収益                           △１３５百万円 

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額       ４，０３９百万円 

ホ．数理計算上の差異の費用処理額         ２，８９９百万円 

ヘ. 過去勤務債務の費用処理額      △３，４７０百万円 
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当年度における固定資産の減損損失に関する事項は、次のとおりであります。 

 

資産のグルーピング方法 
保険事業等の用に供している不動産等については、保険事業全体で１つの資産グ

ループとしております。また、賃貸不動産等、遊休不動産等については、それぞ

れの物件ごとに１つの資産グループとしております。 
 
減損損失の認識に至った経緯 

不動産市況の悪化等により、一部の資産グループに著しい収益性の低下または時

価の下落が見られたことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として特別損失に計上しております。 

 

減損損失を認識した資産グループと減損損失計上額の固定資産の種類ごとの内訳 

減 損 損 失 （ 百 万 円 ） 
用 途 

土 地 建 物 計 

賃貸不動産等 ８７９ ９４１ １，８２１ 

遊休不動産等 ６９５ ７８１ １，４７６ 

合 計 １，５７５ １，７２２ ３，２９８ 

 

回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は、賃貸不動産等については物件により使用価値または正味売却価

額を、遊休不動産等については正味売却価額を適用しております。なお、使用価

値については将来キャッシュ・フローを４．０％で割り引いて算定しております。

また、正味売却価額については不動産鑑定評価基準に基づく評価額または公示価

格を基準とした評価額等から処分費用見込額を差し引いて算定しております。 
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